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 本論文は、多様化する都市の魅力を包括的に評価した指標を構築するための理論枠組を提示するもので

ある。多様な項目に対する評価を集計する際、それぞれの項目毎の評価をどの様に重み付けをして集計す

るかが一つの焦点となるが、本論文ではミクロ経済学における効用理論と整合的な集計手法を提示した。

提示した理論枠組は、日本全国を対象として実施した環境、健康、自然環境、治安、地域の人との関係性な

どの多様な暮らしやすさになどを含む各項目の重要度と主観的満足度を訊ねたアンケート調査に適用した。

どの様な人達がどういった項目を重視しているかを理論に基づきながら定量化することにより可視化し、

それを重み付けに用いることにより都道府県毎の包括的な魅力を評価した。本論文で用いられる手法は、

都市計画の際に各都市や地域の課題を抽出し、その個性を伸ばすことに利用されることが期待される。 

 

Key Words : city evaluation index, multidimensional attractiveness of regions, microeconomics, urban 

planning 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 本研究の背景と目的 

東京一極集中が進む人口減少化社会において、地

方はその生き残りを賭け、各地で地方創生に向けた

都市計画が策定されている。それら計画の進捗を追

跡し、各都市や地域の課題を抽出していくためには、

定量的な評価指標が必要となる。地方を評価する定

量的な指標としては、地域別の GDP などの経済面で

の指標が考えられるが、例えば暮らしやすさや自然

環境といった、必ずしも経済面のみでは捉えること

が出来ない側面が数多くあることは国内外で指摘さ

れている（例えば、Stiglitz, Fitoussi, and Durand, 20181)）。

こうした流れの中日本においても、GDP などの経済

的な側面のみならず、満足度などの質的・主観的尺

度も政策運営に活かしていくことが議論され（内閣

府, 20192)）、「経済社会の構造を人々の満足度（well-

being）の観点から見える化する満足度・生活の質を

表す指標群の構築を進め、関連する指標を各分野の

KPI に盛り込む」（骨太方針 20193)）ことが閣議決定

された。地方創生のための都市計画の評価指標とし

て、従来の経済統計のみならず、生活満足度などの

主観的な尺度を用いて住民の厚生水準を捉え、都市

計画に活かしていくことは、喫緊の政策課題である。 

生活満足度などの主観的な尺度を用いて住民の厚

生水準を捉える際に重要なのは、住民の厚生を構成

する側面が多面的である点である（Sen, 19854); Sen, 

20095 ） ; Nussabaum, 20006); Kahneman and 

Krueger,20067)）。例えば OECD が 2012 年に開発した

「より良い暮らし指標（Better Life Index）」では、生

活を 11 の分野（住宅、収入、雇用、共同体、教育、

環境、ガバナンス、医療、生活の満足度、安全、ワ

ークライフバランス）に分類し、それぞれの分野に

おいて重要であると考えられる複数の指標を用いて
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住民の厚生を捉えている。これら個々の指標を政策

評価の際に用いることは、政策が住民の厚生に及ぼ

す影響を様々な角度から評価する上で不可欠である。

しかし、限られた予算の中で最大限に地域住民の厚

生水準を高める政策を策定することを考える場合、

住民が必要とする分野に効率的に予算を配分する必

要があり、各分野の指標を互いに関連付けることな

く個別に評価するだけでは不十分である。そのため、

各分野における厚生水準の向上が、どの程度その住

民の総厚生を向上させるのかという、各分野間の相

対的な重要度を理解することも同時に必要である。

そこで本論文では、地域住民の総厚生に対する各分

野の重み付けを与える理論枠組を提示し、九州大学

馬奈木研究室が 2015 年に収集した日本の全都道府

県を対象として行ったアンケート調査を用いて各分

野の重み付けを推計し、住民厚生の構造を明らかに

する。 

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置付け 

厚生の個別の側面に対する重み付けに関する先行

研究としては、Dacancq and Lugo (2013) 8) が広範囲

なサーベイを行っており、大きく、データに基づく

重み付け、規範的重み付け、両者のハイブリッド、

の三つに分類される。一つ目のデータに基づく重み

付けとは、消費や教育水準や健康状態などの価値判

断を含まない住民の社会における到達水準（アウト

カム）に関するデータを、社会全体の構成員がある

一定水準の厚生を確保出来ていない割合（Desai and 

Shah, 19889); Cerioli and Zani, 199010); Cheli and Lemmi, 

199511)）、主成分分析（Klasen, 200012); Noobakhsh, 

199813) ）、因子分析や構造方程式モデリング

（Krishnakumar and Nadar, 200814)）などを用いて算出

する方法である。二つ目の規範的重み付けとは、何

らかの価値判断に基づき重み付けを行うもので、専

門家の意見を基づいたり（Mascherini and Hoskins, 

200815); Chowdhury and Squire, 200616)）、外生的に任意

の重み付けを与えたりするもの（Diener and Suh, 

199717);Lugo, 200718); Nilsson, 201019)）である。人間開

発指標のように実務上最もよく用いられる単純平均

による集計もこれにあたる。一つ目のデータに基づ

く重み付けは、それぞれの分野における住民の社会

における到達水準と重要度に関する価値判断が一致

するとは限らないという問題点があり、二つ目の規

範的重み付けは、価値判断を誰が行うかという問題

がある。これらの問題を解決するために提示された

三つ目の方法は、この両者のハイブリッドで、重み

付けに価値判断を含むデータを用いる方法（以下、

「ハイブリッド型」と呼ぶ）である。この方法は大

きく二つに大別でき、一つは、住民に異なる分野に

対する優先順位や重要度を直接尋ねる表明選好法で

あり（ de Kruijk and Rutten, 200720); Bossert et al, 

201321)）、あと一つは、幸福度や生活満足度といった

自己申告の厚生指標を、様々な厚生の次元を捉える

変数で回帰し、それらの係数を用いて重み付けをす

るヘドニック法である（Schokkaert, 200722); Levinson, 

201223); Welsch, 200624); Ferreira and Moro, 201025)）。本

論文で提示する重み付けの方法は、総厚生に対する

各分野に関する重要度を直接尋ねた質問の回答を用

いた、三つ目のハイブリッド型の中の表明選好法に

よるものである。 

我々が提示する方法が、ハイブリッド型の方法の

中のヘドニック法と比較して優れている点は、安定

した重み付けの結果が得られるという点である。ヘ

ドニック法による重み付けの推計の問題点は、例え

ば Mackerron(2012) 26)が指摘するように、幸福度や生

活満足度などを説明する回帰変数と、誤差項に含ま

れる観察不可能な変数との相関に起因する内生性の

問題である。これら内生性の問題は、自然実験を用

いる方法や固定効果法や操作変数法などの計量経済

学の手法によりある程度緩和することが可能である

が （ Levinson, 201223);Welsch and kuhling27), 2017; 

Luechinger, 200928); Welsch 200624); Frey, Luechinger, 

and Stutzer, 200829)）、本論文が主眼に置いているよう

な、様々な厚生の次元を捉える変数を説明変数とし

て用いる場合は内生変数の数が多くなり、それら全

ての変数の内生性を除去することは極めて困難であ

る。したがってこの手法により得られた重み付けは、

信頼性の乏しいものになる可能性が高い。また、

Dacancq and Lugo(2013) 8)も指摘するように、異なる

厚生の分野間の相関が大きい場合は、多重共線性の

問題が発生し、これも得られた重み付けの推計値が

不安定になる要因となる。これら二つの問題点に対

し我々が提示する方法は、説明変数として変数同士

の相関の少ない外生変数を用い、安定した推計結果

が得られるものである。 

本論文で提示する重み付けの別の強みとしては、

ミクロ経済学における効用理論と整合的である点が

挙げられる。先行研究において本論文と同じく選好

表明法を用いているものとしては、de Kruijk and 

Rutten(2007) 20)や Bossert et al(2013) 21)が挙げられる
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が、重みの導出がアドホックになされており、その

数字自体の理論的意味付けが長い間なされてこなか

った。これらの選好表明法による重み付けに対して、

ミクロ経済学の効用理論に基づく理論的基礎を与え

た先駆的研究が Benjamin et al(2014) 30)である。

Benjamin et al(2014) 30)は効用を厚生の根源的な要素

の集合とみなし、それらの要素に関する調査により

収集可能な指標と厚生水準を結び付ける理論枠組を

構築した。本論文はその理論枠組を、住民が生活の

暮らしやすさから得られる満足度を評価する枠組に

応用し、日本の住民の効用関数の構造を明らかにす

ることにより、様々な生活の分野毎の満足度に重み

付けを行うものである。本論文により導出された重

みは、限界効用として解釈することが可能で、この

ことは分野毎の厚生水準を導出された重みを用いて

加重平均したものを、一定の条件の下でその住民の

効用、つまり総厚生の指標として解釈することを可

能にするものである。 

 

 

2. 理論枠組 

本節では Benjamin et al(2014) 30)に基づき、地域住

民の総厚生に対する各分野の重み付けを与える理論

枠組を提示する。まず、Ｎ個の評価項目それぞれに

対する評価を与えるベクトル𝐰 = (w1, w2, ⋯ , wJ) を

要素とする効用関数U(𝐰)を考える。ここで、任意の

評価水準ベクトル𝐰̅（ここでは𝐰の平均ベクトルを

考える）とそこからの乖離Δ𝐰 = (w1 − w̅1, w2 −

w̅2, ⋯ , wJ − w̅J )に関して、𝐰̅の周りでこの効用関数

にテイラー展開を適用し、一次の項まで考慮に入れ

ると、以下の様な近似式が得られる。 

 

𝑈(𝐰̅ + Δ𝐰) ≈ 𝑈(𝐰̅) + ∑
𝜕𝑈(𝐰̅)

𝜕𝑤𝑗

(𝑤𝑗 − w̅𝑗  )

𝐽

𝑗=1

 (1) 

 

ここで、U(𝐰̅)と∑
𝜕𝑈(𝐰̅)

𝜕𝑤𝑗
𝑤̅𝑗

𝐽
𝑗=1 は定数であり、効用関数

の正の単調変換からは同値な効用関数が得られるた

め、𝐰 = 𝐰̅ + Δ𝐰から得られる効用は以下の効用関数

Ｖを用いて表すことが出来る。 

 

 

𝑉(𝐰) ≈ ∑
𝜕𝑈(𝐰̅)

𝜕𝑤𝑗

𝑤𝑗  

𝐽

𝑗=1

 (2) 

つまり、各項目に対する評価（𝑤𝑗）を、評価の平均

値において評価された限界効用（
𝜕𝑈(𝐰̅)

𝜕𝑤𝑗
）で重み付け

した加重平均をとることにより、住民の効用水準を

算出することが出来る。なお、これら住民の効用水

準の地域毎の平均値は、ベンサム型社会厚生関数を

仮定した時の社会厚生として解釈出来るため、地域

の評価指標として用いることも可能である。 

この方法により各分野の厚生を集計し、住民の厚

生水準を捉える際は、以下の二点に注意する必要が

ある。一点目は、(2)式における効用水準𝑉(𝐰)がテイ

ラー展開の一次近似式であるため、評価ベクトル𝐰

が基準値𝐰̅から大きく乖離する場合に、実際の効用

水準からの誤差が大きくなる可能性がある点である。

二点目は、単一の効用関数を仮定しており、属性の

違いによる選好の違いを無視している点である。こ

れら二つの点に関しては後の節においてさらに議論

され、仮定を緩められるが、Hallerod(1996) 31)が強調

するように、本論文で得られる重みはあくまで社会

の平均的な評価を反映するものであって、特定の個

人や家計の主観的な評価を反映するものではないこ

とに留意すべきである。 

 

 

3. データ 

本研究の分析では、九州大学馬奈木研究室が 2015

年 11～12 月にかけて 246,642 人に対して日本で行っ

たインターネットアンケート調査のデータを用いる。

この調査では、回答者の性別、年齢、世帯年収など

の個人属性のほか、生活満足度、生活における各項

目の重要度と満足度について質問しており、それぞ

れ全く重要でなければ１、大変重要であれば５、全

く満足していなければ１、大変満足していれば５、

というスコアを割り振る 5 段階での回答を得ている。

生活満足度を構成する分野に関しては、OECD によ

り開発されたより良い暮らし指標（Better Life Index）

をもとに、18 の分野を設定した。表 1 は、生活にお

ける各項目の重要度の回答の分布と、それぞれの回

答のスコアの平均値を示している。スコアの平均値

が最も高かったのは「健康（4.53）」で、続いて「収

入（4.39）」と「家族との関係（4.28）」が続く。逆に

最も平均値が低かったのは「宗教（2.35）」で、続い

て「地位・名誉(2.87)」が続き、項目別で回答者の示

す重要度に大きな差があることが分かる。表 2 は、

生活における満足度の回答の分布と、それぞれの回
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答のスコアの平均値を示している。最上段が、「全体

としてどの程度生活に満足していますか」という全

体的な生活満足度の質問に対する回答であり、３段

目以降に項目別の回答、2 段目に項目別の回答の平

均値を示している。回答のスコアの平均値に着目す

ると、全体的な生活満足度が 3.41 であるのに対し、

2 段目の項目別の生活満足度の平均に対して平均を

とった生活満足度が 3.26 と低くなっている。このこ

とは、項目別では 40.5%の回答者が「3.どちらでもな

い」と回答しているのに対し、全体的な生活満足度

に関しては 50.4%の回答者が「4.まあ満足している」

と回答していることに起因する。項目別の生活満足

度の回答スコアの平均値が最も高かったのは、「家族

との関係（3.68）」で、続いて「住居（3.65）」と「知

1. 全く重要で
ない

2.重要でない
3.どちらとも
いえない

4.重要である
5.大変重要で
ある

平均値

住居 0.6% 1.2% 9.0% 51.0% 38.2% 4.25

収入 0.4% 0.6% 6.9% 43.4% 48.7% 4.39

資産 0.9% 3.2% 22.8% 46.0% 27.1% 3.95

仕事 1.9% 3.6% 19.3% 46.7% 28.5% 3.96

地域の人との関係 3.5% 10.2% 39.3% 39.6% 7.4% 3.37

一般的な教育水準 1.6% 3.3% 27.8% 52.5% 14.8% 3.76

自然環境 1.1% 2.8% 23.4% 55.5% 17.2% 3.85

政治 2.8% 7.5% 38.9% 39.5% 11.3% 3.49

政策決定への参加 4.9% 12.1% 48.9% 27.6% 6.5% 3.19

健康 0.4% 0.3% 5.6% 32.6% 61.0% 4.53

地位・名誉 8.2% 23.3% 45.6% 18.9% 4.0% 2.87

家族との関係 1.1% 1.3% 11.8% 40.2% 45.5% 4.28

知人・友人との関係 1.3% 2.4% 19.0% 52.4% 24.9% 3.97

治安 0.7% 0.9% 12.7% 54.3% 31.4% 4.15

宗教 26.8% 25.1% 37.5% 7.6% 3.0% 2.35

余暇時間 0.7% 1.2% 18.3% 54.6% 25.2% 4.02

食生活 0.6% 0.9% 13.8% 54.9% 29.9% 4.13

ワークライフバランス 1.1% 1.7% 28.0% 48.8% 20.4% 3.86

項
目

別

表1　生活における各項目の重要度

1. 全く満足し
ていない

2.あまり満足
していない

3.どちらでも
ない

4.まあ満足し
ている

5.大変満足し
ている

平均値

5.2% 14.6% 20.3% 53.4% 6.5% 3.41

5.3% 11.4% 40.5% 37.4% 5.5% 3.26

住居 3.6% 9.9% 16.9% 57.1% 12.6% 3.65

収入 12.3% 23.5% 27.2% 33.3% 3.6% 2.92

資産 12.9% 21.2% 37.0% 25.7% 3.2% 2.85

仕事 9.2% 16.0% 36.8% 33.5% 4.5% 3.08

地域の人との関係 3.6% 8.9% 51.3% 33.1% 3.2% 3.23

一般的な教育水準 2.2% 5.5% 45.9% 42.5% 3.8% 3.40

自然環境 2.0% 6.3% 35.5% 49.3% 6.9% 3.53

政治 11.2% 20.4% 53.3% 13.8% 1.4% 2.74

政策決定への参加 7.6% 15.1% 63.9% 12.1% 1.4% 2.85

健康 4.4% 15.9% 28.8% 45.7% 5.1% 3.31

地位・名誉 4.2% 9.8% 61.0% 22.7% 2.3% 3.09

家族との関係 3.0% 6.6% 24.5% 51.0% 14.9% 3.68

知人・友人との関係 2.2% 5.7% 32.0% 50.9% 9.1% 3.59

治安 1.9% 5.1% 31.7% 54.2% 7.2% 3.60

宗教 4.5% 4.5% 73.2% 14.3% 3.5% 3.08

余暇時間 3.8% 12.3% 33.1% 44.9% 5.9% 3.37

食生活 2.3% 8.1% 30.0% 52.8% 6.8% 3.54

ワークライフバランス 4.1% 9.6% 46.5% 35.8% 4.0% 3.26

生活満足度

表2　生活における各項目の満足度

生活満足度（項目別）
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人・友人との関係（3.59）」が続く。逆に最も平均値

が低かったのは「政治（2.74）」で、「資産(2.85)」「収

入(2.92)」が続く。これら項目別の生活満足度は、必

ずしも項目別の重要度に対応しているわけではない

ことが読み取れる。 

 

4. 分析方法と推計結果 

 

(1) 限界効用の推計 

まず各評価項目j (j = 1, ⋯ , J)に対する限界効用を

推計するため、以下のランダム効用関数を想定する。 

 

 𝑈𝑖𝑗 = 𝛽𝑗𝑥𝑗 + 𝜈𝑖 + 𝜖𝑖𝑗  (3) 

 

ここで添え字の i は個人を、j は評価項目を表し、

𝜈𝑖を現状の個人 i の効用水準、𝜖𝑖𝑗を第一種極値分布

に従う誤差項とする。𝑥𝑗は評価項目 j の水準が改善

した時に１、その他の場合に 0 をとるダミー変数で

ある。𝛽𝑗は評価項目 j の水準が改善した時の効用の

変化を表す限界効用と解釈出来る。この効用関数を

用い、J 個の評価項目の中から任意の二つの項目ｓ、

ｔを取り出し、そのいずれかの水準が改善する場合、

個人 i はどちらを望むかという問題を考える。この

問題に対して（3）式で表わされる効用関数を用いる

と、二つの効用水準の差、すなわち 

 

 𝑈𝑖𝑠 − 𝑈𝑖𝑡 = (𝛽𝑠𝑥𝑠 − 𝛽𝑡𝑥𝑡) + (𝜖𝑖𝑠 − 𝜖𝑖𝑡)  (4) 

 

が正の場合、項目 s の方が効用水準を上昇させ、望

ましい。同様に負の場合、項目 t の方が望ましく、

0 の場合は項目 s と項目 t は無差別である。ここで

𝑈𝑖
∗ ≡ 𝑈𝑖𝑠 − 𝑈𝑖𝑡 、𝑥𝑗 (j = 1, ⋯ , J) に関しては、𝑥𝑠は

１で𝑥𝑡は-１、その他は 0 という様にに再定義すると、

この選択問題は、以下の様に定式化される。 

 

 𝑈𝑖
∗ = 𝛽1𝑥1 + 𝛽2𝑥2 + ⋯ + 𝛽𝐽𝑥𝐽 + 𝜖𝑖 (5)             

 yi = 1 if  𝑈𝑖
∗ > 𝛼1 (6) 

 yi = 0 if  a2 ≥  𝑈𝑖
∗ ≥ 𝛼1 (7) 

 yi = −1 if  a2 > 𝑈𝑖
∗ (8) 

 

ここで𝛼1 = 𝑎2 = 0であり、yiに関しては、項目ｓの

改善の方が望ましい場合は１、項目ｔの改善の方が

望ましい場合は-1, 無差別ならば 0 となる変数であ

り、誤差項𝜖𝑖はロジスティック分布に従う。 

ここで我々の目的である限界効用𝛽𝑗を推計するた

め、(5)式から(8)式を、生活における 18 の項目別の

重要度に関するアンケート調査のデータを用いた。

18 項目全ての限界効用を推計するためには限界効

用に関して何らかの基準値が必要となるが、本論文

では、全ての人が「１．全く重要でない」と答える

項目を追加的に想定し、その項目から得られる限界

効用を 0 とした。説明変数はこれら 19 項目から 2 項

目を取り出す全ての組み合わせ(s,t)を考え、項目 s に

対応する𝑥𝑠を１、項目 t に対応する𝑥𝑡を-1、その他を

0 とした。つまり、一人の回答者に対して C219 = 171 

通りの組み合わせ全てを考慮した。被説明変数yiに

関しては、取り出した２つの項目(s,t)のうち、項目 s

に関する重要度の方が高ければ１、項目 t に関する

重要度の方が高ければ-1、同じであれば 0 とした。

例えば、項目ｓが「住居」で項目ｔが「収入」であ

り、回答者が住居に関しては「2. 重要でない」、収入

に関しては「4．重要である」と回答した場合、𝑥𝑠 =1, 

𝑥𝑡 =-1, その他の𝑥𝑗は 0、yiは-1 である。なお、2 つの

項目の重要度が同じであったとしても、回答はあく

までも 5 段階からの選択であるため、必ずしもその

それぞれから得られる効用が全く等しいとは限らな

い。このことを考慮に入れるため、𝛼1 = 𝑎2 = 0とい

う制約は除去した。これら順序ロジットモデルの推

計には、最尤法を用いた。係数に関しては、18 項目

の限界効用の和が１となるよう規準化を行った。 

表 3 の一列目が(5)式から(8)式の推計結果である。

推計結果は全ての係数において 1%水準で有意であ

った。これら係数の値は各項目の限界効用に相当し、

たように、評価ベクトル𝐰の平均値から乖離した評

価を有する住民の厚生の推計値が、実際の厚生水準

から大きく乖離する可能性がある。そこで、同様の

方法による限界効用の導出を、5 段階の全体的な生

活満足度の回答毎に導出する。その結果を示したも

のが図１である。これらの結果から読み取れること

は、生活満足度が低い人は高い人と比較して相対的

に収入や資産、仕事といった経済的な項目により多

くのウェイトを置くが、生活満足度が上昇するに従

い、地域に人との関係や家族との関係、知人・友人

との関係などの人との結びつきにより大きなウェイ

トを置くことが分かる。 

 

(2) グループ間の異質性 

これまでの分析においては、単一の効用関数が仮

定され、属性の違いによる選好の違いが考慮に入れ

らていなかった。そこでここでは、(a) 性別、(b) 世
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帯年収、(c) 年齢、(d) 世帯構成といった属性毎に

我々の提示する方法を用いて重み付けの推計を行い、

その違いを見る。図 2 にそれぞれの重みの推計結果

を示す。まず図 2 (a)は、性別毎の推計結果である。

それぞれの推計結果を見比べると、男性の方が「資

産」と「政治」に若干多くのウェイトを置き、その

代わり女性は「知人・友人との関係」「食生活」に若

干多くのウェイトを置いているが、男女間の大きな

ウェイトの違いは見られなかった。続いて(b)は世帯

年収毎の推計結果で、300 万円未満、300 万円以上

600 万円未満、600 万円以上 1000 万円未満、1000 万

円以上の 4 つに分けた。推計結果を見ると、「収入」

の項も含め、ほぼ重み付けが変化していないことが

分かった。次の(c)年齢に関して、34 歳以下、35 歳以

上 49 歳以下、50 歳以上 64 歳以下の４つに分けた。

推計結果を見ると、多くの人が定年を迎える 65 歳以

上の人は、64 歳以下の人と比較して「仕事」の重み

が大きく下がり、その代わり「自然環境」「政治」に

対する重みが大きくなっていることが分かる。これ

らの結果は、65 歳以上の人はそれ以下の人達と比較

し、居住地選択において自然環境を重視していると

いう主張を裏付けるものでもある。最後に、(d)は世

帯構成毎の推計結果であり、一人暮らし、夫婦・パ

ートナーのみの世帯、2 世代（親と子）世帯、それ以

外の４つに分けた。推計結果の特長的な点は、一人

暮らしの住民は「余暇時間」の重みが若干高いが、

結婚をして世帯を持つと、「地域の人との関係」「家

族との関係」といった、人とのつながりをより重み

を置くようになることが分かった。以上４つの結果

をまとめると、限界効用と解釈出来る生活満足度の

各項目に関する重み付け、つまり住民の選好の構造

は、属性の違いによらず概ね安定している。しかし、

結婚や定年といった生活環境に大きな影響を及ぼす

ライフイベントの前後で、それらと関連する仕事や

家族との関係といった一部の項目に対する選好は大

きく変化する。 

 

(3) 他の集計方法との比較 

本論文により算出された重み付けの特徴を明確に

するため、他の方法により算出された重みとの比較

を行う。本節では、(a) ヘドニック法、(b) 主成分分

析、(c) 均等加重による規範的重み付け、の３つを考

える。(a) ヘドニック法に関しては、全体的な生活

満足度を項目毎の生活満足度に回帰をかけることに

より重みを得る。(b) 主成分分析に関しては、項目毎

の生活満足度に対して主成分分析を行った固有ベク

トルを重みとして用いる。導出した係数は全て、そ

の総和が１となるように規準化した。表２の 2 列目

は(a)ヘドニック法により算出された重みであり、3

VARIABLES 提示モデル ヘドニック法 主成分分析

住居 0.065*** 0.130*** 0.052

(0.000) (0.002)

収入 0.068*** 0.204*** 0.058

(0.000) (0.002)

資産 0.058*** 0.069*** 0.057

(0.000) (0.002)

仕事 0.059*** 0.101*** 0.058

(0.000) (0.002)

地域の人との関係 0.046*** 0.009*** 0.060

(0.000) (0.002)

一般的な教育水準 0.054*** 0.016*** 0.062

(0.000) (0.003)

自然環境 0.056*** -0.029*** 0.055

(0.000) (0.002)

政治 0.049*** -0.012*** 0.046

(0.000) (0.003)

政策決定への参加 0.042*** -0.031*** 0.047

(0.000) (0.003)

健康 0.072*** 0.068*** 0.055

(0.000) (0.002)

地位・名誉 0.037*** 0.005** 0.059

(0.000) (0.002)

家族との関係 0.066*** 0.205*** 0.056

(0.000) (0.002)

知人・友人との関係 0.059*** 0.056*** 0.059

(0.000) (0.003)

治安 0.063*** -0.034*** 0.054

(0.000) (0.002)

宗教 0.029*** -0.019*** 0.039

(0.000) (0.002)

余暇時間 0.059*** 0.056*** 0.057

(0.000) (0.002)

食生活 0.062*** 0.094*** 0.063

(0.000) (0.003)

ワークライフバランス 0.056*** 0.052*** 0.063

(0.000) (0.003)

閾値１ -1.311***

(0.001)

閾値２ 1.268***

(0.001)

定数項 0.268***

(0.010)

Observations 42,175,782 246,642 246,642

Standard errors in parentheses

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表３　推計結果
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列目は(b) 主成分分析により得られた結果である。

(c) 均等加重による重みに関しては、全ての係数が

0.056 (=1/18)と自明であるため省略する。まず(a) ヘ

ドニック法による結果に着目すると、我々が提示す

る方法による重みと比較してばらつきが非常に大き

いことが分かる。中でも自然環境、政治、政策決定

への参加、治安、宗教、の 6 項目に対する重みは負

の値をとるなど、直感と反する結果も多い。これら

不安定な結果の要因の一つとして、18 もの内生変数 

 

を説明変数とする回帰による内生性の問題によるも

のが考えられる。これら全ての内生性の問題を解決

することは、これら内生変数と相関する誤差項に含

まれる観察不可能な要因が固定効果により説明され

るとは限らない点、操作変数法を用いる場合は、少

なくとも 18 の操作変数を見つけ出す必要がある点

を考えると非常に困難である。続いて(b) 主成分分

析による結果に関しては、係数のばらつきは我々の

提示した手法による係数と似ている。しかし係数の

図 1  生活満足度（全体）別の限界効用の推計 

(a) 性別 

図 2  属性別の限界効用の推計 
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(b) 世帯年収 

(c) 年齢 

(d) 世帯構成 

図 2  属性別の限界効用の推計 （つづき） 
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大きさの順序に着目すると、一番大きな項目が「食

生活(0.063)」「ワークライフバランス(0.063)」、この 2

項目に「仕事(0.058)」「健康(0.055)」と続くなど、大

きく異なる。これらの結果は、我々が提示した方法

と主成分分析法、均等加重平均による規範的重み付

けの３つの方法の重みを示した図 3 を見ると、より

鮮明に分かる。この違いは、我々の方法による重み

は限界効用の推計値であるのに対し、主成分分析の

固有ベクトルは、これを用いた合成変数の分散を最

も大きくすることを目的としたもので点からくるも

のである。 

続いて、これら推計した重みを用いて構築された

合成変数がどの程度主観的な住民厚生と関連がある

かを見る。全体的な生活満足度を被説明変数とし、

構築した合成変数を説明変数とする回帰分析を行い、

決定係数を比較する。ここでいう合成変数は、18 の

項目毎の 5 段階の生活満足度の指標を、それぞれの

方法で推計された重みを用いて加重平均したもので

ある。表 4 にそれぞれの推計結果を報告する。まず

一列目は、ヘドニック法による推計結果である。こ

こで用いた重みは前述の通り重回帰分析により、項

目毎の生活満足度が全体的な生活満足度に最も適合

するように決められた重みである。したがって表３

で見たように、推計された係数の信頼性は低いが、

0.463 と言う数字は、我々が用いた 18 の項目毎の生

活満足度を用いて構築した合成指標による回帰の決

定係数の上限となる。表 4 の 2 列目は、我々が提示

する方法による重みを用いた結果である。まず合成

指標の係数に着目すると 1.105 で 1％の水準で有意

であり、全体的な生活満足度の指標とほぼ正比例の

ヘドニック法
（決定係数の上限）

提示モデル 提示モデル（修正） 主成分分析 均等加重平均

合成指標 0.940*** 1.105*** 1.110*** 1.106*** 1.111***

(0.002) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003)

定数項 0.268*** -0.222*** -0.237*** -0.210*** -0.213***

(0.007) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009)

Observations 246,642 246,642 246,642 246,642 246,642

R-squared 0.463 0.401 0.409 0.391 0.384

Standard errors in parentheses

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表４　合成指標と生活満足度（全体）

図 3  推計方法別の重み付けの推計結果 
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関係にあることが分かる。決定係数は 0.401であり、

ヘドニック法による決定係数(0.409)と比較して、

6.2%だけモデルの説明力が損なわれることを意味

する。表 4 の 3 列目は、全ての住民の限界効用が等

しいという仮定を緩めた、図１で報告した重みを用

いて構築した合成関数による結果である。決定係数

に着目すると、修正前の 0.401 と比較して、修正後

は 0.409 と 0.8%モデルの説明力が改善されたことが

分かる。このことは、2 節で議論したように、全体の

満足度の水準毎に限界効用を評価したことにより、

2 節で議論したテイラー展開の 1 次近似から生じる

バイアスが減少し、合成指標がより住民の生活満足

度に即した指標となったことを意味する。表 4 の 4

列目は、主成分分析による推計結果である。決定係

数に着目すると 0.391 となっており、我々が提示し

た手法による決定係数 0.401 と比較して 1%説明力

が低下している。このことは、我々が提示した方法

による合成指標は(2)式で表されるように住民の効

用水準の近似式であるのに対し、主成分分析は合成

変数の分散を最も大きくすることを目的としたもの

であるからである。表 4 の 5 列目は、実務上最もよ

く用いられる均等加重平均（単純平均）による合成

指標による結果であるが、決定係数は 0.384 と最も

低い。このことは、均等加重平均による重み付けは

実務上最も用いられているが、それ以上の理論的な

意味合いが全くないアドホックな方法であるからで

ある。 

 

 

5. 結論 

本研究ではまず、地域住民の総厚生に対する各分

野の重み付けに対して、ミクロ経済学の効用理論と

整合的な意味付けを与える理論枠組を提示した。こ

の枠組は住民の厚生水準として効用を用い、各分野

における生活満足度に、限界効用として解釈出来る

重みを掛け合わせることにより、住民の効用を得ら

れるという、データとの親和性も高い枠組みでもあ

る。この枠組みを用いて日本の全都道府県を対象と

して行った生活の 18 の項目に関する重要度・満足度

を尋ねたアンケート調査を用いて各分野の重み付け

を推計した結果、全体的としては「健康」「収入」と

「家族との関係」に大きな重みが置かれいるが、生

活満足度が高まるにつれて、収入や資産、仕事とい

った経済的な側面から、地域の人との関係や家族と

の関係、知人・友人との関係などの人との結びつき

により大きなウェイトを置くようになることが実証

された。また、属性の違いを考慮に入れた推計を行

った結果、住民の選好の構造は、属性の違いによら

ず概ね安定しているが、結婚や定年といった生活環

境に大きな影響を及ぼすライフイベントの前後で、

それらと関連する仕事や家族との関係といった一部

の項目に対する選好は大きく変化することが示され

た。 

本論文では、我々が提示した理論枠組を用いた重

み付けと、一般的によく用いられるヘドニック法、

主成分分析法、均等加重による規範的重み付け、に

よる重み付けの結果の比較も行った。その結果、ヘ

ドニック法では内生性の問題により安定した重みの

推計が困難であることが示された。また、主成分分

析法、均等加重による規範的重み付けと比較すると、

本論文により提示された枠組みの方が、より住民の

生活満足度を反映しているという結果も得られた。

これらの結果は、我々の提示した方法により得られ

た重みは信頼性があり、十分に住民の生活満足度を

捉えていることを示すものであるが、必ずしも住民

の主観的な厚生を完全に捉えたものであると言うこ

とは出来ない。なぜなら、本論文が焦点を当てた生

活満足度は住民の主観的な厚生を構成する一部でし

かなく、人間の喜びや楽しみといった瞬間的な感情

を指す幸福感（happiness）や人生の意味や目的とい

った人生の質を指すエウダイモニア（eudaimonia）を

も含む概念であるからである（Nettle, 2005 32)）。政策

担当者が住民の主観的厚生を評価する際は、生活満

足度のみならず、幸福感やエウダイモニアなどの異

なる概念も考慮に入れる必要がある。 

最後に、今後研究すべき課題を議論して本論文を

締めくくる。本論文は、OECD により開発されたよ

り良い暮らし指標（Better Life Index）をもとに、生

活の 18 の分野を設定し、その各分野の満足度に対し

て重み付けを行った。この重みは限界効用と解釈出

来るため、各分野間の重みの比は限界代替率、すな

わち、住民厚生を一定に保ちながら、ある分野の満

足度を 1 単位上昇させるために他の分野の満足度を

いくら減少させられるかというトレードオフを表し

ている。従って、本論文での枠組みを、限られた予

算の中で住民の生活満足度を最大限に上昇させる予

算配分のトレードオフの問題に落とし込むためには、

各分野の住民の満足度と、その満足度を上昇させる

政策実施にかかる費用を結び付ける研究が必要とな

る。 
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Constructing a Comprehensive City Evluation Index: Toward an Urban Design Utilizing 

the Reginal Characteristics 

 

Akinori KITSUKI and Shunsuke MANAGI 

 

This paper provides a theortical framework to construct an index which evaluates multidimensional 

attractiveness of the cities. One of the big challenges to construct such an index is how to aggregate each 

domain of attractiveness. This paper provides a novel framework which is consistent with utility theory in 

microeconomics, and applied to the Japanese nationwide household survey data which includes the 

importance and life satisfaction regarding natural environment, health, security, relation to neighbors, and 

so on. Based on our theory, we visualize the relative importance of them, and put a weight on each aspect. 

The framework we proposed is expected to extract the regional problems in each city and to develop its 

unique characteristics. 
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